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野村総合研究所・N-PAX社提携セミナー

主催：野村総合研究所、N-PAX CEBU Corp.
開催日：2014年11月27日　　会場：New World Makati Hotel Ballroom（フィリピン）

ＡＳＥＡＮにおける人事・経営管理とIT活用

野村総合研究所（NRI）とそのASEAN（東南ア
ジア諸国連合）地域統括拠点であるNRIアジアパシ
フィック（NRI APAC）は、N-PAX CEBU Corpo-
ration（N-PAX）との資本提携を記念して、フィリ
ピンにおいて共催セミナーを開催した。当日は主と
して現地進出の日系製造業関係者にご来場いただ
き、ASEAN日系企業における人材マネジメントや
IT活用の実際について講演を行った。

■講演 1 「ASEAN日系企業における人材マネジ
メント」（NRIアジアパシフィックマニラ支店
支店長　高岡真紀子）

日系企業が現地で直面する人材マネジメントの課
題は、「離職率の高さ」「現地従業員によるマネジメ
ントの難しさ」「労使の信頼関係構築の苦労」に集
約されるが、「環境にマッチした仕組みづくり」と

「現場リーダーの意識醸成」によって、それらの問
題を解決することができると説明。一般に人材マネ
ジメントは、明確な要求事項と結果評価に重点を置
く米国型と、従業員間の柔軟な連携やチーム管理を
重視する日本型に分かれる。

しかし東南アジアでは、独特のASEAN文化（「ロ
ー・コンテクスト」「自由度の尊重」「家族主義」）
を加味した、日米ハイブリッド型のマネジメントが
必要である。また、「リーダーの意識」をコントロ
ールすることも成功の鍵となる。特に、「実績重視
のリーダーシップは親密性重視のASEANで通用し
ない」「ボトムアップ型のリーダー行動は機能しな
い」といった現場認識を各リーダーがしっかり共
有、定着させられるかという点が重要であると強調
した。

■講演 2 「フィリピン日系企業におけるIT活用
の事例」（N-PAX CEBU Corp. Managing Di-
rector　戸田貴大氏）

現地における長年にわたるITサービスの提供経
験から、現地日系企業が直面する人事給与管理の課
題とITシステムの活用ポイントを、自社の人事給
与管理システム（HRC）の導入事例を交え紹介し
た。従来の方法では即座な把握が難しいシフト開始
時のライン単位での出社率の状況などを、RFID技
術をベースとしたアテンダンスモニタリングという
手法を用い、従業員のシフト情報と連動すること
で、現場・管理部門双方から従業員のライン配置や
稼働状況をリアルタイムで把握できると説明した。

■講演 3 「ASEAN進出日系製造業におけるIT導
入の実際」（NRIアジアパシフィックGSCM事
業部マネージャー　富田雅之）

ASEANにおける豊富な経験を元に、海外日系企
業のIT導入に関する以下の 4 つのキーポイントを
示した。①現状分析、導入計画策定によるシステム
評価の定性・定量化、②ITプロジェク管理支援に
おける外部リソースの積極活用、③経験豊富かつ体
制が整ったベンダーの選択、④クラウドサービスの
活用拡大。現地ITスタッフが不足する中、計画策
定から、プロジェクト管理、運用保守といった一連
のIT支援業務を、経験豊富な外部ベンダーを使用
することにより、海外拠点特有の課題を克服するこ
とが可能であると強調した。
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編集後記：	ソーシャルメディアの普及、電子マネーや電子商取引（EC）の拡大などに伴
い、デジタルなメディアを活用した消費者へのアプローチ「デジタルマーケ
ティング」の重要性が高まっています。さらに最近は、デジタルの世界にと
どまらず、リアル店舗を含めた領域にも、その動きが拡大しつつあります。
2 月号では、デジタルマーケティングの変遷、米国での先進事例を紹介する
とともに、今後のデジタルマーケティングについて展望しました。本号がデ
ジタルマーケティング戦略立案の一助となればと思います。	 （編集長）
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